予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：商業振興費　　
	事業名: 新　小売・サービス産業強化対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　商工労働部　商業流通課　商業係 電話番号：058-272-1111（内3144）

流通・サービス係　  　   　　（内3145）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11359@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 6,359千円（前年度予算額：       0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


近年の急激な円高及びデフレに加え、今年８月には平成２６年４月以降に消費税を段階的に引き上げる「社会保障・税一体改革関連法」が成立するなど、今後、消費の冷え込みによる県内経済の減速が懸念される。

　地域消費を拡大し、地域経済を活性化するためには、地域やまちなかの消費に直結する小売店舗や飲食店の経営力を底上げする必要があるため、店舗の販売力、営業力、集客力を強化するためのセミナーを開催する。

（１）岐阜県がんばる商店応援セミナーの開催

　　まちなかの小売事業者を対象に、商店街を取り巻く現状や、魅力ある元気な繁盛店になるための講座を開催する。

（２）飲食店改革セミナーの開催

　　意欲ある経営者を対象に、「集客」や「売上げ」の増大につながる講座をシリーズで開催する。

	２　所要経費


（1） 岐阜県がんばる商店応援セミナー    4,259千円
（2） 飲食店改革セミナー                2,100千円
	決定額の考え方


　緊急雇用創出事業臨時特例基金事業対応とします。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,359
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,359

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内小売店舗や飲食店を対象に販売力、営業力、集客力を強化することにより、地域の消費を拡大させる。

また繁盛店を増やすことで、商店街をはじめ、まち全体の活力・魅力をアップさせる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県内小売業

１企業あたりの売上高

※中小企業実態調査
	1,155万円

（H22）
H24岐阜県
	（H  ）
	（H  ）
	1,155万円

（H22）
H24岐阜県
	1,831万円

（H25）
H24全国平均
	63.1％
(▲676万円)

	県内飲食サービス業

１企業あたりの売上高

※中小企業実態調査
	309万円

（H22）
H24岐阜県
	（H　）
	（H　）
	309万円

（H22）
H24岐阜県
	370万円

（H25）
H24全国平均
	83.5％
(▲61万円)

	H24飲食店改革セミナー
参加者数(11月末時点)
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	232人
（H24）
	510人
（H24定員）
	45.5％



※「中小企業実態調査（中小企業庁）」統計値

（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成24年度は緊急雇用創出事業臨時特例基金事業により「飲食店改革セミナー」を開催した。

・オープニングセミナー（１回）

・テーマ別セミナー（計２０回：県内４会場×５回）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成24年度は基調講演を皮切りに、個別のテーマごとに専門講師を迎え、具体例やシミュレーションを取り入れた実践可能な講座をシリーズ開催し、延べ２３２名（５月～１１月開催分迄）の方に参加いただいた。
セミナー後のアンケートでは、概ね８割近くの受講生から満足という回答が得られた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県内の世帯あたりの外食費は、岐阜市が東京都に次いで全国２位、県全体でも全国第４位と高く、飲食業にとっては大きなビジネス市場であり、今後の地域消費の拡大や地域経済の活性化を進めていくうえでも、大きな役割が期待される。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	各回のアンケートではどの会場でも毎回約８割の参加者が「大変満足」若しくは「満足」と答えている。特にロールプレイング型の講義や、実際の店舗での取組例を紹介するなど具体例を用いた説明に対する評価が高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△

	県内４会場（岐阜、大垣、多治見、高山）ごとに、それぞれシリーズとして開催したが、どの会場も定員３０名に対し参加者は２０名以下であり、今後の開催方法については、改善の余地がある。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
岐阜県の小売及び飲食サービス１企業あたりの売上高はともに全国平均を下回っており、また今後の消費税増税等による売上等の減少が懸念されることから、地域全体の活力を維持するため、小売・飲食店の販売力、営業力、集客力の強化につながる対策を引き続き講じていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成25年度は、飲食店向けのセミナーの内容や開催方法を見直したうえで継続開催するほか、小売店舗向けのセミナーも新たに開催することで、個々の店舗向けの対策を強化する。


